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 また、平成 31 年 2 月には、スリランカに

MCT 職員及び海上保安庁の海上災害対応

の専門家である機動防除隊員等を派遣し、

スリランカ沿岸警備庁職員に対して油防除

技術に関する指導を行い、スリランカ沿岸域

における油防除技術の向上に大きく貢献し

ました。 

平成 31 年度からは 10 名体制として、引き

続き、各国海上保安機関からの要請に応じ

て能力向上支援を実施していきます。 

 

 

６ 海域の利用・調整に関連した法律の制定等 

（１）沖合域における海洋保護区の制度創設～自然環境保全法の改正～ 

生態系から得られる恵みを長期的かつ継続的に利用するためには、健全な生態系を維

持管理していくことが重要です。海洋は大量の炭素を保有する「炭素の貯蔵庫」であるととも

に、食料・水資源等の供給、さらにはレクリエーションや精神的安らぎの場にもなっており、こ

れらを維持していくためにも、海洋の生物多様性を保全することが重要です。 

このため、環境省では、まず我が国が

環境を保全し得る領海及び排他的経済

水域（EEZ）において、平成 28 年に「生物

多様性の観点から重要度の高い海域」

（重要海域）を公表し、その後、海洋保護

区の制度の検討を進めました。平成 31

年１月には、中央環境審議会自然環境

部会での、「沖合域における海洋保護区

制度のあり方について」の答申を受け、

新たに「沖合海底自然環境保全地域」と

して沖合域に海洋保護区を指定する制

度を創設するための自然環境保全法改

正案を取りまとめ、平成 31 年 4 月に国会

の審議を経て成立しました。 

 今後、関係機関や専門家との調整を行

いながら、現在有している科学的知見を

基礎に、予防的な広がりと順応的な対応

を念頭に、重要海域を踏まえて、実際の保護区の設定や保護管理を進めていく予定です。 

 

 

スリランカ沿岸警備庁職員への技術指導 



- 13 - 

 

 
 
（２）海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進

に関する法律の成立 
 

海に囲まれ、かつ国土の面積も狭あいな我が国にとって、海洋再生可能エネルギー発電

事業の長期的、安定的かつ効率的な実施が重要であることに鑑み、海洋に関する施策との

調和を図りつつ、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用を促進する

ことが求められています。 

このため、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に関し、関係者との調整の仕組みを

定めつつ、海域の長期にわたる占用が可能となるよう、所要の措置を講ずるための「海洋再

生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律」が、平成 30 年

11 月に国会で成立しました。また、施行に際して必要となる規定を整備するため、「海洋再

生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律施行令」を平成

31 年 4 月に制定し、法の対象となる海洋再生可能エネルギー源を海域における風力とする

こと等について定められました。さらに、同法に基づき、「海洋再生可能エネルギー発電設

備の整備に係る海域の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための

基本的な方針」を令和元年 5 月に閣議決定しました。 

引き続き、促進区域の指定、当該区域内の海域の占用等に係る計画の認定等を進め、

海洋再生可能エネルギーの最大限の導入拡大を図っていきます。 
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（３）水産政策の改革について～漁業法等の一部を改正する等の法律～ 

我が国の周辺には豊かな漁場が広がっており、日本の水産業は多種多様な水産物を国

民に供給しています。 

しかしながら、日本の漁業生産量は 30 年間で約 3 分の 1 に減少し、漁業を担う漁業就業

者は高齢化が進むとともに減少傾向が続いています。また、気候変動等による海洋環境の

変化が水産資源の分布・回遊にも大きな影響を与えかねないこと、日本の周辺水域で外国

漁船の操業が活発化していること、我が国が本格的な人口減少社会に入り、高齢化も著しく

進んでいることなど、漁業や漁村を取り巻く環境変化のリスクも大きくなっています。 

一方で、生産現場においては、地域の漁業の課題の解決に向けて漁業者が主体的に取

り組む「浜の活力再生プラン」など、漁業者の所得向上や浜のにぎわいの維持のための

様々な動きが生まれています。また、情報通信技術（ICT）などの新技術の活用も可能となっ

てきています。 

このような状況下で、将来を見据えたときに、日本の水産業が変化に対応して発展できる

仕組みに変えていくことは待ったなしの状況にあると考えられます。 

 

こうした背景を踏まえ、平成 29 年 4 月に閣議決定された新たな水産基本計画において

は、数量管理等による資源管理の充実や漁業の成長産業化等を強力に進めるために必要

な施策について、関係法律の見直しも含め、引き続き検討し、平成 29 年 12 月には「水産政

策の改革の方向性」を、平成 30 年 6 月には水産政策の改革の具体的な内容を定めた「水

産政策の改革について」を「農林水産業・地域の活力創造プラン」（農林水産業・地域の活

力創造本部決定）に盛り込みました。 

 

「水産政策の改革について」において、水産資源の適切な管理と水産業の成長産業化を

両立させ、漁業者の所得向上と年齢のバランスの取れた漁業就業構造を確立することを目

指して次のような改革を行うこととし、必要な法整備等を速やかに行うこととしました。 

１）新たな資源管理システムの構築 

２）漁業者の所得向上に資する流通構造の改革 

３）生産性の向上に資する漁業許可制度の見直し 

４）養殖・沿岸漁業の発展に資する海面利用制度の見直し 

５）水産政策の改革の方向性に合わせた漁業協同組合（漁協）制度の見直し 

６）漁村の活性化と国境監視機能を始めとする多面的機能の発揮 

「水産政策の改革について」の内容のうち、資源管理措置、漁業許可及び漁業権などの

漁業生産に関する基本的制度並びに漁業協同組合等に関する制度について必要な法整

備を検討し、平成 30 年 11 月に「漁業法等の一部を改正する等の法律案」を国会に提出し、

同年 12 月 8 日に成立、同月 14 日に公布されました。 

なお、施行は、一部の規定を除き、公布の日から起算して 2 年を超えない範囲内におい

て政令で定める日としています。 
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